ＤＭの再反論

○緊急の対応を職場で求められるから企業は混乱する。
東京大学社会科学研究所教授の佐藤博樹「男性の育児休業」２００４年発行p４５
「女性の育児休業は、妊娠、出産を経過して育児休業へ段階的に進んでいくのに対して、男性が取得する場合はそうした段階がないために、職場として緊急の対応をせまられることにもなりかねない。そのため、女性の場合以上に休業取得に対してネガティブに受け止められる可能性がある。」

○男性の方が女性に比べて基幹的な仕事についている。
東京大学社会科学研究所教授の佐藤博樹氏「男性の育児休業」２００４年発行p47「男性は、現状では女性に比べて基幹的で責任のある仕事に就いているケースが多い。（中略）基幹的な仕事になると、外部から代替要因を雇用して一時的に対応することも困難であることから、職場に残った人員に仕事を配分する場合も多く、上司や同僚に申し訳ない、とする意識になりやすい。」

○企業は人員を補充しない
東京大学社会科学研究所教授の佐藤博樹氏は著書「男性の育児休業」２００４年発行p112「企業が育児休業取得時にどのような要因管理の方法をとっているのかを調査で確認すると、休業期間が１、２ヶ月と短い倍には「補充なし」という企業が3割を占める。休業期間が6ヶ月を超えるような比較的長期の場合は「補充なし」が６．４％で「社内の人員を異動」（11.7%）や「社外から人員を補充」(13.9%)など代替要員の対応を行うケースが増える。ただし、短期でも長期でも「原則は決めておらず、状況により対応」が過半を占める。」

○たった１週間の過重労働でも過労死は起きうる。
岡村親宣　弁護士　過労死と労災補償 労働旬報社 1990　ｐ155,156
「発症直前から前日までの間の業務が特に過重であると認められない場合であっても、発症前1週間以内に過重な業務が継続している場合には、急激で著しい増悪に関連があると考えられるので、この間の業務が特に過重であると客観的に認めれらるか否かを判断すること。」

○超長時間労働 
岡村親宣　弁護士　過労死と労災補償 労働旬報社 1990 ｐ161
「過労死の事件で被災者の年間労働時間を調査すると、3000時間前後かそれ以上のケースがほとんどである。年間3000時間とは、年間365日すべて働くとして、一日8.2時間労働である。週休二日制の場合に祝祭日を考慮するとほぼ年間250日勤務であるが、その場合は一日12時間労働を繰り返すことになる。では、年間3000時間も働いている人は、日本で何人程度いるのだろうか。(中略)89年の685万人をピークにして93年までには着実に減少傾向にあったが、95年には反転して増加を示し、96年には501万人となり、再び500万人を突破するに至った。これは男性労働者総数の15.6％である。」

